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大規模集客施設の広域調整に関する方針 
 
 

１ 本方針策定の趣旨 
 

現在、我が国は、人口減少・超高齢社会を迎えるという、大きな時代の転換点にあ

り、これまでの拡大成長を前提とするまちづくりから、高齢者・障害者をはじめ全ての

人々にとって暮らしやすさを確保するという観点から、様々な都市機能がコンパクトに

集積した都市構造を実現するために、いわゆる「まちづくり三法」のうち、都市計画法

が平成１８年５月３１日に改正された（以下「改正法」という。）。 
同改正では、広域的に都市構造やインフラに影響を与える大規模な集客施設（*1）

に係る立地制限の強化がなされた。（*P13,資料1参照） 
 
 （*1） 大 規 模 な集 客 施 設 とは  

劇 場 、 映 画 館 、 演 芸 場 若 しく は 観 覧 場 又 は 店 舗 、 飲 食 店 、 展 示 場 、 遊 技 場 、 勝

馬 投 票 券 発 売 所 及 び 場 外 車 券 場 そ の 他 こ れ らに 類 す る 用 途 に 供 す る 建 築 物 で

その用 途 に供 する部 分 の床 面 積 の合 計 が１万 ㎡を超 えるもの。  
 
大規模な集客施設は、著しく多数の人々を広い地域から集めることにより、立地場 

所周辺の環境等に影響を及ぼすだけでなく、広域的な交通渋滞など都市構造レベ

ルで大きな影響を及ぼす恐れがあるという特性を有しており、その立地については、

広域的な影響についての地域判断を反映した適切なコントロールを行うことが必要で

ある。 
改正法では、大規模な集客施設の立地について、商業地域、近隣商業地域及び

準工業地域を除き、立地が制限された。 
また、制限された地域に立地しようとする場合には、可能な用途地域への変更等

の都市計画の手続を要することとし、当該手続を通じて、適正な立地を確保すること

とされた。 
さらに、市町村が都市計画の決定又は変更を行う際の県知事との同意協議手続

を通じて、より効果的に広域調整が図られるようにするため、県知事が関係市町村か

らの意見の聴取等を行うことができる広域調整手続（*2,図1参照）が整備された。 
 
 （*2）  「広 域 調 整 」とは  

市 町 村 が 大 規 模 な 集 客 施 設 の 立 地 制 限 を 解 除 す る 都 市 計 画 の 決 定 又 は 変

更 を 行 う 際 に 、 県 が 都 市 計 画 法 第 １ ９ 条 第 ５ 項 及 び 本 方 針 に 基 づ き 、 立 地 市

町 村 や 関 係 市 町 村 に 対 し 必 要 な 協 力 を 求 め 、当 該 都 市 計 画 の 決 定 や変 更 に

おける同 意 ・不 同 意 を判 断 する一 連 の手 続 をいう。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 広域調整のイメージ図 
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このため、本県においては、改正法の趣旨を踏まえ、市町村から大規模な集客施

設の立地制限を解除する都市計画の決定又は変更について協議された場合、適

切に判断するため本方針を定めるものである。 

 
 
２ 本方針の目的 

 
本方針は、大規模な集客施設の立地制限を解除する都市計画の決定又は変更

を行う際の広域調整に関する基本的な考え方や手続などの方針を示すことにより、

改正された都市計画法を適切に運用し、大規模な集客施設の適正な立地の確保を

図ることを目的とする。 
 
 
３ 本県の都市づくりの目標 

 
本県においては、平成２５年９月に策定した都市計画区域マスタープラン基本方

針改訂版において、〈豊かな「もり」と共生する活力あるエコ・コンパクトな都市づくり〉

という都市づくりの基本理念の基に、次の５つの基本目標を掲げ、都市づくりを進め

ることとしている。（*表1参照） 
 

表１ 都市づくりの基本目標 
  

１） 県 土 の自 然 と共 生 する都 市 づくり  
 

 

２） 人 と環 境 にやさしい安 全 ・安 心 な都 市 づくり  
 

３） 都 市 の個 性 を生 かし、豊 かな生 活 を意 識 したエコ・コンパクトな 

都 市 づくり  
 

４） 交 流 と連 携 を支 える都 市 ネットワークづくり  
 

５） 住 民 と行 政 が協 働 により取 り組 む都 市 づくり  
 

本県では、平成１４年から人口が減少しており、高齢化率も全国と比較して高くな

っている。 
今後も人口減少と高齢化の進行が見込まれる中、持続可能な都市づくりを進め

ていくには、上記の都市づくりの目標の基に、ユニバーサルデザインの視点による

人と環境にやさしい都市づくりを目指すとともに、これまでの都市機能が拡散する

「拡散型」から、都市機能が集積する「集約型」へ都市構造を変えていくことが必要

である。 
 
 
 
 
 
 
４ 大規模な集客施設の適正立地に対する考え方 

 
都市づくりの目標の一つである〈都市の個性を生かし、豊かな生活を意識したエ

コ・コンパクトな都市づくり〉における「市街地の無秩序な拡大の抑制、公共交通機
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関優先の都市づくり、中心市街地の再構築に加え、低炭素社会を実現するエコ・コ

ンパクトな都市づくりを進める。」という考え方に基づき、集約型都市構造への転換を

図るという観点から、大規模な集客施設は、様々な都市機能が集積した拠点に立地

することが適当と考えられる。 
このため、大規模な集客施設の立地は、原則として、関連する都市計画との整合

が図られる区域若しくは中心市街地活性化基本計画が認定された区域等に誘導す

るものとし、それ以外の区域においては、抑制するものとする。 
ただし、例外的な取扱として、誘導を図る区域外で、市町村が特に大規模な集客

施設を必要とする場合は、その理由を明確にしたうえで、本方針に基づき、適切に

都市計画の手続を経た場合のみ、立地できるものとする。（図2,図3参照） 
なお、誘導を図る区域であっても、大規模な集客施設の立地制限を解除する都

市計画の決定又は変更が必要な場合は、本方針に基づき都市計画の手続を経る

こととする。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 大規模な集客施設の適正立地の考え方 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 大規模な集客施設の適正立地の概念図 
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５ 本方針の位置付け 
 

本方針は、大規模な集客施設の立地制限を解除する都市計画の決定又は変更

を行う際の広域調整に関する基本的な考え方や手続などの方針について定めたも

のであり、都市計画法、同法施行令、同法施行規則及び都市計画運用指針を補完

するものとする。（*図4参照） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 本方針の位置付け 
 
 
６ 広域調整を行う際の基本的な考え方 

 
以下の事項を、広域調整を行う際の基本的な考え方とする。（*P14,15参照） 

 
【県が協議又は同意協議を行う際の観点】 
 

１） 一つの市町村を越える広域の見地からの調整を図る観点から判断する。 

（→都市圏における都市構造や広域的なインフラに与える影響等を勘案し判断

する。） 

 ※ただし、関係市町村及び、学識経験者等で構成される広域調整に関する検討

委員会（仮称）（以下「広域調整検討委員会（仮称）」という。）が、影響ないと判

断した場合は、広域調整は行わない。 

２） 県が定め、若しくは定めようとする都市計画との適合を図る観点から判断する。 
（→関連する都市計画との適合性等） 
 
【広域調整を行う際の留意点】 
 

３） 大規模な集客施設の立地が可能となる用途地域の変更等の都市計画制度の

運用に当たっては、公共交通でのアクセス性や都市の持続可能性、環境悪化、交

通渋滞の激化、都市基盤施設の利用効率低下などの観点から運用するものとす

る。 

４） 都市計画法及び本方針による広域調整は、都市計画の観点から大規模な集客

施設の適正な立地を図ることを目的としており、需給調整や既得権擁護等の商業

調整手段としては用いない。 
 
 
 
 
 
 
 
 

都市計画法 

都市計画運用指針 

大規模集客施設の広域調整に関する方針 
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７ 広域調整手続 （*P6・図5,P7・図6参照） 
 

大規模な集客施設の立地制限を解除する都市計画の決定又は変更を行う場

合には、以下の手続を経るものとする。 
ただし、都市計画の決定又は変更が大規模な集客施設の立地を目的とするも

のではなく、かつ、大規模な集客施設の立地規制が別途講じられる場合等はこの

限りではない。 
 

１）広域調整の必要性の確認 

立地市町村が都市計画素案を作成した際には、県にその内容の報告を行う。 

県は、都市計画素案に対して関係市町村への意見照会を行い、また広域調整 

検討委員会（仮称）での検討結果を踏まえ、広域調整手続が必要となるかを 

判断する。 

手続が必要となる場合は、以下の手続を行う。 
 
２） 立地評価 

立地市町村は、当該施設が立地した場合の影響について、本方針「９ 大規

模な集客施設の立地評価」で定めるところにより、予測及び評価を行い、立地

における影響を十分検討するものとする。 
 

３） 立地市町村から県への事前協議及び報告 
立地市町村は、当該都市計画の決定又は変更を行う場合は、県への協議又

は同意協議に先立ち、文書（別途様式資料３）で事前協議を行うものとし、併せ

て前項の評価結果を報告するものとする。 
 

４） 関係市町村連絡会議の開催及び意見聴取 
県は、前項の事前協議を受けた際は、関係市町村連絡会議を開催し、関係

市町村から意見聴取するものとする。 
なお、立地市町村は、意見を聴取するのに必要な資料の提出や当該都市計

画案の内容（大規模な集客施設の立地評価を含む。）について説明を行うもの

とする。 
 

５） 意見聴取後の対応 
県は、関係市町村から提出された意見を取りまとめ、立地市町村へ通知する

ものとする。 

また、提出された意見は、県が事前協議の回答を行う際の参考とするものと

する。 
立地市町村は、当該通知があった場合は、提出された意見について対応す

るとともに、その結果を県に報告するものとする。 
 

６）事前協議の回答 

県は、広域調整検討委員会（仮称）を開催し、同検討委員会での検討結果を

踏まえ、県都市計画審議会への諮問・答申を経て、県が回答を決定し、事前協

議の回答を行う。 

ただし、同検討委員会が、「一市町村の範囲を超えて大きな影響がない」と判

断した場合は、県都市計画審議会への諮問・答申は省略できる。 

また、事前協議の回答は、県及び関係市町村の意見を付して文書で行うもの

とする。立地市町村は、県及び関係市町村の意見を踏まえ都市計画案の内容

を十分検討したうえで、都市計画案の公告縦覧や市町村都市計画審議会等の

後続手続に進むものとする。 
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なお、事前協議の回答において、都市計画上支障があると認められる場合

は、必要に応じて都市計画案の見直しを行うこととする。この場合、再度都市計

画素案の作成以降の手続を行うものとする。 

さらに、立地市町村は、当該意見の対象となった都市計画案を審議する市

町村都市計画審議会へ県及び関係市町村の意見を提出するものとする。 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 県と市町村の関係の概念図 
 
 
８ 都市計画案に対する住民意見の反映 

 
立地市町村は、当該都市計画の決定又は変更にあたっては、広く住民意見を反

映させるために、公聴会・説明会の開催及び都市計画案の公告・縦覧の際は、広域

的見地から特に配慮して周知するよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●県

（意見の調整・取りまとめ）

関係市町村連絡会議等

（都市計画案の内容等説明）

（計画の報告）

（対応結果の報告）

（関係市町村の意見）

（都市計画案等に対する意見）

（意見への対応）

●関係市町村

（意見の提出）

事前協議

●立地市町村

（立地評価・都市計画案の作成）
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整合

（商業業務地等として

明確な位置付け有）

立地不可

後続手続へ

（大店立地法等）

〈立地市町村〉

都市計画案の公告・縦覧(*2)

市町村都市計画審議会

都市計画の変更

後続手続へ

（*1）中心市街地活性化基本計画の認定

を受けるには立地規制が必要。

(*2)公聴会・説明会の開催及び都市計画案の公告・縦覧

の際は、広域的見地から特に配慮して周知するよう努め

るものとする。

大規模な集客施設の立地計画

近商、商業、（準工*1） 近商、商業、（準工*1）以外

*当該フローは、大規模な集客施設の立地に伴う都市計画

手続の大まかな流れを示している。

事前協議手続

措置なし措置

協議又は同意

（市：協議、町村：同意）

不同意同意協議

措置の求め

（市）

（町村）

不整合

(農業ゾーン・自然環境ゾー

ン等として位置付け)

立地場所における関連する都市計画との整合

現在の用途地域等現在の用途地域等

明確な位置付け無し

県が回答を決定

県への報告

関係市町村連絡会議の開催

及び意見聴取

県都市計画審議会

に県回答案を諮問・答申（*4）

用途地域等の都市計画の変更等が必要

〈立地市町村〉

立地評価

公聴会・説明会による

住民意見の反映(*2)

事前協議（*3）

〈立地市町村〉

都市計画案の作成

広域調整検討委員会（仮称）

で県回答案について検討

都市計画の変更無し

〈立地市町村〉

都市計画素案の作成

＊広域調整が必要と

なる場合、網掛けマス

の項目を実施

＊広域調整が不要

となる条件

素案に対して、関係市

町村への事前の意見

照会及び広域調整検討

委員会での検討を行っ

た結果、ともに反対意

見がなく、立地評価に

基づく説明が不要と判

断した場合は、広域調

整手続を省略すること

ができる。

（*4）広域調整検討委員会（仮称）が、「一市町村の範囲

を超えて大きな影響がない」と判断した場合、県都市計

画審議会への諮問・答申は省略できる。

（*3）都市計画上支障が

認められる場合は、必要

に応じて再度素案作成の

手続に戻り素案の見直し

を行う。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 大規模な集客施設立地のフロー 
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９ 大規模な集客施設の立地評価 
 

１）評価手順 
立地評価を行うにあたっては、立地市町村を含む都市圏の都市構造の現状を

明らかにしたうえで、大規模な集客施設が立地した場合の都市構造の変化を予

測する。その予測結果に基づき、広域的な観点等から重大な影響を与えないかど

うかの判断を行うために、都市構造の観点から問題が生じないかどうか及び道路

における著しい渋滞等の外部不経済を発生させないかどうかについて立地評価

を行う。 
 

（評価項目）（*P9参照） 
 ・ 公共交通でのアクセス性 
 ・ 環境への負荷（自動車交通利用率の増加） 
 ・ 都市機能の集積 
 ・ 既存の都市基盤施設ストックの活用 
 ・ 都市の持続可能性 

・ 主要な道路における渋滞・交通安全への影響 

・ 自然環境・景観への影響 

・ 騒音、廃棄物（悪臭）、光害による影響 
 ・ その他（*3） 

 
 
 （*3） 評 価 項 目 は、標 準 的 なものを示 しており、大 規 模 な集 客 施 設 の 立 地 による 影

響 は、当 該 施 設 の 規 模 ・ 立 地 場 所 ・ 業 種 ・ 業 態 又 は 地 域 の実 情 やまち づくりの

計 画 等 によ り 異 なる た め、 上 記 に 記 載 し た 具 体 的 な 評 価 項 目 以 外 は、 個 別 案

件 毎 に適 宜 設 定 する。  

 
 
 
 
 
 

２） 評 価 項 目 一 覧  
 

＊ 本 方 針 「 ４  大 規 模 な 集 客 施 設 の 適 正 立 地 に 対 す る 考 え 方 」 に お い て 、

【大 規 模 な集 客 施 設 の立 地 は、原 則 として、都 市 計 画 上 に位 置 付 けがなされ

ている区 域 等 に誘 導 するものとし、それ以 外 の区 域 においては、抑 制 するもの

とする。  
ただし、例 外 的 な取 扱 として、誘 導 を図 る区 域 外 で、市 町 村 が特 に大 規 模

な集 客 施 設 を必 要 とする場 合 は、本 方 針 に基 づき、適 切 に都 市 計 画 の手 続

を経 た場 合 のみ、立 地 できるものとする。  
なお、誘 導 を 図 る区 域 であっても 、大 規 模 な集 客 施 設 の立 地 制 限 を 解 除

する都 市 計 画 の決 定 又 は変 更 が必 要 な場 合 は、本 方 針 に基 づき都 市 計 画

の手 続 を経 ることとする。】としており、下 表 は個 別 の立 地 評 価 を行 う際 の評 価

項 目 を示 している。  
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評 価 項 目  評 価 内 容  備 考  

・ 公 共 交 通 でのアクセス性  

・  立 地 場 所 へ一 定 時 間 以 内 に自 家

用 車 を 利 用 せ ず に 公 共 交 通 機 関 等

を利 用 してアクセス可 能 な人 口 が著 し

く低 くないこと。 

 

 

・  環 境 へ の 負 荷 （ 自 動 車 交

通 利 用 率 の増 加 ） 

・  大 規 模 な 集 客 施 設 の 立 地 に よ り、

都 市 圏 内 の 商 業 等 の 集 積 地 に移 動

す る 際 の 交 通 手 段 とし て自 動 車 を 利

用 する比 率 が著 しく増 加 しないこと。 

 

・ 都 市 機 能 の集 積  

・  大 規 模 な 集 客 施 設 の 立 地 に よ り、

都 市 圏 内 の 商 業 等 の 集 積 地 に移 動

する 人 の 移 動 距 離 の平 均 が著 し く 長

くならないこと。 

 

 

・  既 存 の都 市 基 盤 施 設 ストッ

クの活 用  

・  大 規 模 な 集 客 施 設 の 立 地 ま た は

立 地 に よ っ て 誘 発 さ れ る 可 能 性 が あ

る 周 辺 地 域 の 開 発 によ る新 たな 都 市

基 盤 施 設 整 備 の必 要 性 が著 しく生 じ

ないこと。 

 

・ 都 市 の持 続 可 能 性  

・  立 地 場 所 が 将 来 的 に 都 市 計 画 の

変 更 等 の 内 容 に 沿 っ た 都 市 的 土 地

利 用 の 可 能 性 や 持 続 性 の 見 込 め る

場 所 であること。 

ただし、立 地 場 所 について、区 域 マス

タープラン等 への位 置 付 けがあれば、

評 価 は不 要 。 

 

・  主 要 な道 路 における渋 滞 ・

交 通 安 全 への影 響  

・ 主 要 な道 路 及 び交 差 点 における渋

滞 の 発 生 に 伴 う 混 雑 の 度 合 い が 著 し

く悪 化 しないこと。 

 

・ 自 然 環 境 ・景 観 への影 響  

・ 周 辺 で都 市 計 画 区 域 マスタ ープラ

ン等 の上 位 計 画 で維 持 ・保 全 が位 置

付 け ら れ た 自 然 環 境 ・ 景 観 に 著 し い

影 響 を与 えないこと。 

 

・ 騒 音 ・廃 棄 物 （悪 臭 ）・光 害

による影 響  

・ 騒 音 被 害 、廃 棄 物 による悪 臭 等 の

発 生 や光 害 により、周 辺 の病 院 ・社 会

福 祉 施 設 ・教 育 施 設 などの公 共 公 益

施 設 や住 宅 地 に著 しい影 響 を与 えな

いこと。 

ただし、大 規 模 小 売 店 舗 については、

評 価 は不 要 。 

 

・ その他 ・ 県 が必 要 と認 める事 項  
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１０ 大規模な集客施設の立地制限解除後における広域調整の機会確保 

 
１）広域調整の機会確保の必要性 

 本方針では、大規模な集客施設の立地制限を解除する都市計画の決定又は

変更を行う際には、必要に応じて立地施設の規模等を想定して立地評価を行い

ながら広域的な調整を行うこととしている。 

 一方、具体的な立地施設の計画がない等の理由により施設規模などを想定でき

ない場合や既に大規模な集客施設が立地している等の場合には、立地評価を実

施し、広域調整を行うことが困難な場合がある。 

 しかし、いずれにおいても、一旦大規模な集客施設の立地制限の解除を行えば、

立地評価を行った規模をはるかに超える施設の立地や既存の大規模な集客施設

の大幅な増築等が将来的に可能となる。 

 このため、大規模な集客施設の立地制限解除後に広域調整の機会を確保する

必要がある。 

 
２）広域調整を行って都市計画の決定又は変更を行った場合の措置 

 必要に応じて立地評価の対象となった規模を上限とした特別用途地区（*5）な

どの設定を立地市町村に求める。 

 これにより、将来の増改築の際に、再度広域調整を行う機会を確保するものとす

る。 

 
３）広域調整を行わずに都市計画の決定又は変更を行った場合の措置 

①具体的な立地施設の計画がない場合 

 大規模な集客施設の規模程度を上限とした特別用途地区（*5）などの設定を立

地市町村に求める。 

 これにより、将来大規模な集客施設が立地されることになった際に、広域調整を

行う機会を確保する。 

 

②既に大規模な集客施設が立地している場合 

既存の大規模な集客施設の規模程度を上限とした特別用途地区（*4）などの設

定を立地市町村に求める。 

これにより、将来の増改築の際に、広域調整を行う機会を確保するものとする。 

 
 （*4）  「特 別 用 途 地 区 」とは 

用 途 地 域 内 の 一 定 の 地 区 に お ける 当 該 地 区 の 特 性 に ふさ わし い 土 地 利 用 の

増 進 、 環 境 の 保 護 等 の 特 別 の 目 的 の実 現 を図 るため当 該 用 途 地 域 の 指 定 を

補 完 して定 める 地 区 のことをいう。  

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 広域調整の機会確保のイメージ図 
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１１ 既存不適格（*5）の大規模な集客施設の増改築等に伴う都市計画の決定又は変更 

における取扱 

 
 （*5）「既 存 不 適 格 建 築 物 」とは 

建 築 し た と き は 建 築 基 準 法 又 は こ れに 基 づ く命 令 、条 例 に適 し ていた 建 築 物 で 、

建 築 後 に 行 われた 法 改 正 や都 市 計 画 の 変 更 などにより、現 行 の規 定 に適 合 しな

くなった 建 築 物 のことをいう。  

 
既存不適格の大規模な集客施設の増改築等については、建築基準法により、増

築後の床面積が既存不適格となった時点の床面積の1.2倍以内であること等の一定

要件を満たす範囲内で認められているが、この範囲を超える場合には、用途地域の

変更等都市計画の手続が必要となる。 

当該都市計画の決定又は変更の場合も、本方針に基づき広域調整を行うものと

する。 

 
１２ 本方針の見直し 

 
本方針は、今後の運用状況や社会経済状況の変化等により、必要に応じて評価

項目の変更等、内容を見直すものとする。 

 
１３ その他 

 
本方針で定める事項以外は、別途、県と市町村が協議して定めるものとする。 

 
１４ 本方針の適用 

 
本方針は、平成２７年１１月１０日以降に、市町村から県に対して都市計画の決定

又は変更に関する協議又は同意協議がなされたものに対して適用する。 
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１５ 用語の定義 

 
本方針において、次に掲げる用語の定義は、それぞれ以下に定めるところによる。 

 

１）「大規模な集客施設」とは、劇場、映画館、演芸場若しくは観覧場又は店舗、飲食

店、展示場、遊技場、勝馬投票券発売所及び場外車券場その他これらに類す

る用途に供する建築物でその用途に供する部分の床面積の合計が１万㎡を超

えるものをいう。 

 

２）「立地市町村」とは、大規模な集客施設の立地を計画している市町村をいう。 

 

３）「関係市町村」とは、次の市町村をいう。 

大規模な集客施設の影響圏や立地市町村の商圏等に応じて、交通ネットワ

ークを勘案して適宜設定するものとするが、対象区域から以下に示す距離に位

置する市町村を目安とする。 

（大規模な集客施設の延面積（*6）） ・10,000㎡～25,000㎡…4.0km 

・25,000㎡～50,000㎡…5.0km 

                         ・50,000㎡～      …10.0km 

 

 （*6）「大 規 模 な集 客 施 設 の延 面 積 」とは 

劇 場 、 映 画 館 、 演 芸 場 若 し く は 観 覧 場 又 は 店 舗 、 飲 食 店 、 展 示 場 、 遊 技 場 、 勝

馬 投 票 券 発 売 所 及 び 場 外 車 券 場 そ の他 これらに類 する 用 途 に供 する 建 築 物 でそ

の用 途 に供 する 部 分 の 床 面 積 の合 計 のこと をいう。  

 

４）「都市圏」とは、立地評価を行うために、市街地の広がりや住民の生活圏等を踏ま

え設定した範囲をいう。 

 

５）「広域調整」とは、市町村が大規模な集客施設の立地制限を解除する都市計画の

決定又は変更を行う際に、県が都市計画法第１９条第５項及び本方針に基づき、

立地市町村や関係市町村に対し必要な協力を求め、当該都市計画の決定や

変更における協議又は同意協議の回答を判断する一連の手続をいう。 

 

６）「特別用途地区」とは、用途地域内の一定の地区における当該地区の特性にふさ

わしい土地利用の増進、環境の保護等の特別の目的の実現を図るため当該用

途地域の指定を補完して定める地区のことをいう。 

 

７）「既存不適格建築物」とは、建築したときは建築基準法又はこれに基づく命令、条

例に適していた建築物で、建築後に行われた法改正や都市計画の変更などに

より、現行の規定に適合しなくなった建築物のことをいう。 
 

８）「都市計画素案」とは、本方針では、公聴会、説明会等前における住民意見が反

映されていない案のことをいう。 

 

９）「都市計画案」とは、本方針では、都市計画素案に関する公聴会、説明会等後に

住民意見を反映させたもので、県への事前協議や案の公告・縦覧、市町村都

市計画審議会への付議ができる状態となった案のことをいう。 
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資料１ ： 都市計画法等改正による大規模な集客施設の立地制限強化の概要 

 
 改正前（店舗） 改正後（H19.11.30） 

 

 

 

 

用 

途 

地 

域 

第一種低層住居専用地域 50㎡超不可 50㎡超不可 

第二種低層住居専用地域 150㎡超不可 150㎡超不可 

第一種中高層住居専用地域 500㎡超不可 500㎡超不可 

第二種中高層住居専用地域 1,500㎡超不可 1,500㎡超不可 

第一種住居地域 3,000㎡超不可 3,000㎡超不可 

第二種住居地域  

 

 

制限なし 

（10,000㎡超)立地不可 

（用途地域の変更又は用途を緩

和する地区計画決定を行えば立

地可能） 

準住居地域 

工業地域 

近隣商業地域  

制限なし 商業地域 

準工業地域 

工業専用地域 不可 不可 

 

 

 

市街化調整区域 

 

原則不可 

ただし、計画的大規模開発は

許可 

（病院、福祉施設、学校等は開

発許可不要） 

 

 

大規模開発も含め、原則不可 

（地区計画を定めた場合、適合す

るものは許可） 

（病院、福祉施設、学校等も開発

許可が必要） 

    

非線引き都市計画区域、 

準都市計画区域の 

白地地域 

 

制限なし 

（10,000㎡超)立地不可 

（用途地域の変更又は用途を緩

和する地区計画決定を行えば立

地可能） 
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資料２ ： 関係法令等の抜粋 

 
１） 都市計画法 

 

  第１９条第３項  
「市町村は、都市計画区域又は準都市計画区域について都市計画（都市計画区 

域について定めるものにあっては区域外都市計画施設に関するものを含み、地区

計画等にあっては当該都市計画に定めようとする事項のうち政令で定める地区施設

の配置及び規模その他の事項に限る。）を決定しようするときは、あらかじめ、都道

府県知事に協議しなければならない。この場合において、町村にあっては都道府県

知事の同意を得なければならない。」 

 
  第１９条第４項 

「都道府県知事は、一の市町村の区域を超える広域の見地からの調整を図る観点

又は都道府県が定め、若しくは定めようとする都市計画との適合を図る観点から、

前項の協議を行うものとする。」 

 
  第１９条第５項  

「都道府県知事は、第三項の協議を行うに当たり必要があると認めるときは、関係

市町村に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることが

できる。」 

 
 

２） 都市計画運用指針 

 
  Ⅴ.２（都道府県の同意協議等）抜粋 

 「都道府県知事は、市町村との当該協議に当たっては、一の市町村を超える広域

の見地からの調整を図る観点又は都道府県が定め、若しくは定めようとする都市計

画との適合を図る観点から行うものとされており、例えば、都市計画区域マスタープラ

ンの内容との適合性、都市圏における都市構造や広域的なインフラに与える影響等

を勘案して判断することとなる。」 

～（略）～ 

こうした考え方を踏まえ、当該協議の透明化、実質化、円滑化等を図るため、標

準的な協議の実施方法等について、都道府県と市町村の間でルール化し、これを

明示しておくことが望ましい。その際、以下のような点についてルール化することが

考えられる。 

都市計画の案の公告・縦覧、都市計画審議会への付議等法令上必要とされて

いる都市計画決定手続を開始する以前の段階における事前協議の活用を基本と

することにより、当該協議の円滑化を図ること。 

 
  Ⅲ-２.２（市町村の主体性と広域的な調整）抜粋 

 「市町村が決定主体である都市計画についても、当該都市計画が当該市町村の区

域を超えて広域的に影響を及ぼす場合や、関係市町村間で必ずしも利害が一致し

ないと認められる場合等必要な場合には、県は、当該都市計画についての協議又は

同意協議にあたり、広域の見地からの調整を図る観点から、適切な判断が行えるよう

他の関係市町村の意見を聴くなど、必要な情報の収集に努めることが必要である。」 
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  Ⅳ-２-１ １）３（競争抑制的な土地利用制限の排除）抜粋 

 「用途地域や地区計画の決定等による用途制限の解除等の都市計画制度の運

用に当たっては、既存の競合する店舗等との競争を抑制するなど需給調整や既得

権擁護とならないよう措置するとともに、既成市街地における空家・空地の発生も含

めた環境悪化、交通渋滞の激化、都市基盤施設の利用効率低下、集積による利

便の増進など、土地利用の外部性をコントロールする観点から運用するべきであ

る。」 

 

 

３） 技術的助言 

 

   技術的助言抜粋  

「大規模な集客施設の立地は、一市町村の範囲を超えて広域的な都市構造や 

インフラに影響を与えるものであることから、一市町村の視点だけでなく、広域的

な観点から適正立地を調整することが必要である。 

改正法では、都市計画決定や変更手続を通じてより効果的に広域調整が図ら

れるようにするために、県知事が関係市町村からの意見の聴取等を行うことができ

るよう手続を整備した。」 
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資料３：事前協議様式 

○○○第      号  

平成  年  月  日  

 

 

熊本県土木部長 

 

 

○ ○市町村長△△△△   

 

 

○ ○都市計画○○の決定について（事前協議） 

標記につきまして、都市計画法第１９条第３項に基づく協議を行なう予定ですが、

都市計画決定事務を円滑に処理するため必要がありますので、「大規模集客施設の広 

域調整に関する方針」の規定により、あらかじめ意見を伺います。 

  なお、回答については、文書にて行なわれるようお願いします。 

 

 

 

１ 計画書 

２ 総括図 

３ 計画図 

４ 都市計画の策定の経緯の概要 

５ 立地評価書 

６ その他 

 


